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始めに 
 

 中国の最高人民法院は、新型コロナウイルス性肺炎感染症流行（以下「本件感染症流行」といいます。）の拡大を受けて、影響

を受ける民商事分野について、これまで 4 月 16 日及び 5 月 15 日の 2 回にわたって、それぞれ、「新型コロナウイルス性肺炎感

染症流行に関わる民事事件の法による適切な審理に係る若干の問題に関する指導意見（一）」（以下「本件指導意見（一）」といい

ます。）及び「新型コロナウイルス性肺炎感染症流行に関わる民事事件の法による適切な審理に係る若干の問題に関する指導意

見（二）」（以下「本件指導意見（二）」といいます。）を公布してきました 1。本件指導意見（一）は、よく問題となる不可抗力などの争

点について整理をし、不可抗力規則の適用ルールなどといった総論的な指針を明確にしました。本件指導意見（二）は、それを

受けて、契約、金融事件や破産事件について実務的かつ詳細な規定を設け、どちらかというと、国内事件に着眼する内容でした。 

 それに対し、先日 6 月 8 日に公布された「新型コロナウイルス性肺炎感染症流行に関わる民事事件の法による適切な審理に係

る若干の問題に関する指導意見（三）」（以下「本件指導意見（三）」といいます。）は、渉外関係に目を向けて、渉外商事海事紛争

の審理に係る方針を明確にするために出された指導意見です。 

 日本の会社及び日系会社もその対象となるため、留意する必要のある指導意見となっています。 

 本件指導意見（三）は次の 8 項目から構成されています。 

一、訴訟当事者について 

二、訴訟証拠について 

三、時効及び期間について 

四、法律の適用について 

                                                   
1  「新型コロナウイルス性肺炎感染症流行に関わる民事事件の審理についての指導意見」(西村あさひ法律事務所中国ニューズレター2020 年 5 月

15 日号) 

 「新型コロナウイルス性肺炎感染症流行に関わる民事事件の審理についての指導意見（二）」(西村あさひ法律事務所中国ニューズレター2020年 6
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五、渉外商事事件の審理について 

六、運送契約事件の審理について 

七、海事海商事件の審理について 

八、訴訟のグリーンルートについて 

九、香港・マカオ・台湾に関わる事件の審理について 

 

１．「訴訟に関連する内容」について 
 

(1) 訴訟当事者について 

（i） 公証、公印確認、領事認証について 

 中国 2の民事訴訟手続に、日本の法人が原告又は被告として参加するのであれば、当該法人の存在を証明するために法人の

登記事項証明書（原本）を中国の人民法院に提出する必要があります。また、一般的には中国の弁護士に委任をするケースが多

いと思いますが、この委任状（原本）も中国の人民法院に提出する必要があります。 

 ここで問題になるのは、中国の領域外で発行された法人の登記事項証明書や委任状については、中国の民事訴訟手続上、発

行元所在国での①公証又は／及び②公印確認並びに③中国領事の認証（又は中国と発行元の所在国と締結した条約所定の証

明手続）という手続が必要となる点です 3（以下、下記の図のⅠ及びⅡの手続をまとめて「公印確認・領事認証手続」といいま

す。）。 

 
 日本の裁判所では、上述の図のⅠもⅡも採用していないため、私文書であっても公文書であっても、外国の文書の翻訳を付し

て提出して、あとは裁判官の自由心証に任せることになります。中国の人民法院は、外国の当事者であり、かつ、偽造の委任状

が使われるリスクが高いという考え方を前提として、公印確認・領事認証手続を採用していますので、委任状のような私文書を提

出する際にはⅠの手続を、会社の登記事項証明書のような公文書を提出するにはⅡの手続を経る必要があります。 

 ①の手続では、私人間で作成した書面について、サインすべき人間がサインしているという点を公証人に認証してもらうことにな

ります。中国の領域外で発行された委任状はこの①の手続が必要となります。一方、登記事項証明は公印の押された公文書で

すので不要です。 

 この公証人の認証では、代表者本人が公証役場に赴くことができない場合には、授権を受けた代理人が公証人の面前で署名

及び押印が会社の代表者本人ものであることを自認して認証する方法（代理自認）を採ることも可能です。 

                                                   
2  ここでは、香港、マカオ及び台湾を除く中国本土を指します。 

3  中国民事訴訟法（2017 年改正）第 264 条及び中国民事訴訟法の適用に関する最高人民法院の解釈（法釈〔2015〕5 号）第 523 条ご参照 

Ⅰ．私文書（委任状、私人間契約など）の場合

①公証役場に

おける認証

②外務省におけ

る公印確認

③中国領事に

よる認証

当日可能だが

通常予約する。

公証証書の公

印を確認する。

• 本件感染症の影響によって、窓口や時間に変更が出る可能性があります。手続を行う際

には、必ず、前もって問い合わせて、状況をご確認ください。

• 日本は、実務上どの行政機関も、上述の制度を行うことを求めません。中国において、日

本において成立した私文書又は公文書を使用するときに問題となる手続です。

郵送は原則不

可。代理人可。

Ⅱ．公文書（公印がある文書）の場合

②外務省におけ

る公印確認

③中国領事に

よる認証
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 その後、②の手続となります。外務省に、公証認証又は登記事項証明等の公文書の公印について、公印確認（公印が真正であ

ることを証明すること）をしてもらうことになります。 

 ③の手続は、領事認証手続、即ち、②で行われた日本国外務省の証明が真正であるということを日本に駐在する中国領事館の

領事が証明する手続となります。 

 このような手続を全て行うのに、比較的早いケースで 4 営業日程度、通常は１０営業日程度かかるのが一般的です。こうした日

本側における手続も本件感染症流行又は感染症流行の防止・抑制措置（以下「本件感染症流行など」といいます。）の影響を大き

く受けています。例えば③の領事認証は、６月中旬まで業務が止まっていました。 

(ii) 本件指導意見（三）の内容 

 本件指導意見（三）第 1 条は、本件感染症流行などによって、公印確認・領事認証手続が遅れることで、外国当事者の身分を証

明するための登記事項証明書などの書類及び中国の領域外で発行された委任状 4（①の公証役場による認証の公印に対して②

及び③の手続を実施）を提出できず、延期を申し入れた場合には、人民法院はこれを許可した上で、事情を総合考慮して延長す

る合理的期間を確定するものとしています。 

 

(2) 訴訟証拠について 

 中国の領域外にて形成された証拠（以下「域外証拠」といいます。）の提出について、本件指導意見（三）第 2 条は、本件感染症

流行などの影響を受けてやはり延期を申し入れた場合に、人民法院は直ちに許可するのではなく、一定の説明を求めて審査の

上、許可し、挙証期間を適切に延長するものとしています。なお、延長された挙証期間は、その他の当事者にも適用されます。 

 ここでご留意いただきたいのは、2020 年 5 月 1 日までは、域外証拠については、私文書や公文書を問わず、すべて公印確認・

領事認証手続(私文書については、上述の①の公証役場による認証の公印に対する同手続)が求められることが圧倒的に多く、

外国の訴訟当事者にとって相当重い負担となっていたことです。しかし、｢民事訴訟証拠に関する最高人民法院の若干の規定｣の

2019 年の改正 5で、明文の規定をもって、公印確認・領事認証手続を要する域外証拠が、全ての証拠 6から「公文書証」や「身分

関係に係る証拠」に縮小され、しかも、「公文書証」に必要な手続は従来の公印確認・領事認証手続から、「提出元の所在国の公

証機関の証明」（日本の場合、上述の図の②の公印確認手続のみと思われます。）又は中国と提出元の所在国と締結した条約所

定の証明手続に簡素化されました 7。外国の訴訟当事者にとっては大きな朗報といえるのではないでしょうか 8。 

 この点、本件指導意見（三）第 3 条は、中国の領域外において形成された公文書証について、本件感染症流行などの影響を受

けて上記の公証又は関連する証明手続をすることができない場合において、依然として証拠質疑が実施できる点を定めるととも

に 9、証拠質疑の結果、要証事実と無関係と判断された場合においては挙証期間の延長を認めない点を明確にしています。 

 

(3) 訴訟時効及び時効期間について 

 中国の領域に住所を有しない当事者は、答弁書の提出及び控訴の申立の期間は 30 日とされています。但し特別な場合には、

この期間は延期できるとされています。本件指導意見（三）第 4 条では、本件感染症流行などを理由とした延期を許可することとさ

れています。期間は諸事情を斟酌して決定されます。 

 また、日本企業の関心の高い外国仲裁の中国における承認・執行については、本件指導意見（三）第 5 条では、2 年間の時効

期間の最後の 6 か月内に、当事者が本件感染症流行などを理由とする時効停止の主張を人民法院が支持するとされています。 

 

(4) 訴訟の特別ルートについて 

 本件指導意見（三）第 18 条は、本件感染症流行と関連する渉外商事海事紛争などの事件審理について、特別ルート（原文では

                                                   
4  中国領域内で発行される委任状は、公証・認証手続を行う必要がなく、その委任状への署名は中国裁判官での立会又は中国の公証機関での公

証を経ていれば認められます（中国民事訴訟法の適用に関する最高人民法院の解釈（法釈〔2015〕5 号）第 525 条及び第 526 条ご参照）。 

5  2019 年 12 月 25 日公布、2020 年 5 月 1 日施行 

6  「民事訴訟証拠に関する最高人民法院の若干の規定（2001 年版）第 11 条ご参照 

7  「民事訴訟証拠に関する最高人民法院の若干の規定（2019 年改正）第 16 条ご参照 

8 ただし、実務上、中国の領域外にて形成された私文書（とりわけ陳述書など）については、真実性立証などに関連づけて依然として公印確認・領事

認証手続（及びその前提となる公証役場による認証）が求められる可能性が否めないものと思われます。 

9  これは、「第二回全国渉外商事海事審判業務会議紀要」の印刷・発布に関する最高人民法院の通知（2005 年 12 月 26 日公布、施行）第 39 条第 2

項を踏襲しています。 
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「緑色通道」）を確立してインテリジェント法院を運用して、オンラインとオフラインを有機的に結合して、区域をまたぐ訴訟サービス

を最適化することなどを奨励しています。 

 中国は、これまで、「人民法院情報化建設五年発展計画（2016‐2020）」10において 2017 年の全体建設の完了及び 2020 年の人

民法院情報化 3.0 バージョンの深化・完全化に係る建設任務を打ち出しました。また「国家情報化発展戦略綱要」11及び「『十三

五』国家情報化計画」12においてインテリジェント法院の建設に係る全体的な要求を提出し、さらには、2017 年 4 月 12 日に「インテ

リジェント法院の建設の加速化に関する最高人民法院の意見」（法発〔2017〕12 号）を公布するなどして、インターネットや AI など

の IT 技術等の活用による訴訟の便利化及び効率化を推進してきました。本件感染症流行を機に、インテリジェント法院の建設が

一層加速化され、その運用もさらに広がると思われます。 

 

２．「法律の適用」について 
 

(1) 不可抗力の適用に関して 

 本件指導意見（三）第 6 条は、中国国内法が適用される場合の不可抗力規則の具体的適用について、4 月 16 日の「新型コロナ

ウイルス性肺炎感染症流行に関わる民事事件の法による適切な審理に係る若干の問題に関する指導意見」（一）に従うことが明

記されています 13。 

 また、中国領域外の法律が適用される場合には、適用される域外法における不可抗力規則と類似する成文法の規定又は判例

法の内容を正確に理解・適用しなければならず、中国の不可抗力に関する規定をもって域外法の類似する規定を理解してはなら

ないとしています。 

 

(2) 抵触規範に関して 

 本件指導意見（三）第 7 条は、まず国際条約の適用がある事項に関しては、最高人民法院の司法解釈 14、民法通則 15第 142 条

等に基づいて、中国が締結又は加盟する国際条約と中国の民事法律との間で異なる規定がある場合には、国際条約の規定を適

用するとします 16。 

 国際条約が規律していない事項については、中国の抵触規範に従い適用すべき法律を確定するとされています。抵触規範と

は、国際私法上、渉外的私法関係における事件の解決にあたり、適用されるべき法律を選択・決定する法律です。中国では「渉

外民事関係法律適用法」17、日本では「法の適用に関する通則法」18が挙げられます。 

 

(3) ウィーン売買条約などとの関係に関して 

 同 7 条は、「国際物品売買契約に関する国際連合条約 19」（以下「ウィーン売買条約」といいます。）に関して、一定の言及をして

います。ウィーン売買条約第 11 条（書面によらず口頭契約であっても有効に成立することを規定）の留保は既に撤回されているも

のの、同条約第 1 条(b)号はなお留保されていることを明確に注意喚起しています。同条約第 1 条(b)号は、異なる国に営業所を有

する当事者間の物品売買契約について国際私法の準則によって締結国の法が適用される場合に、ウィーン売買条約が適用され

るとの規定です。 

 中国はウィーン売買条約締結国ですが、他方当事者の営業所の所在国がウィーン売買条約の締結国ではない場合で、抵触規

                                                   
10  2016 年 2 月 22 日公布、施行 

11  2016 年 7 月 27 日公布、施行 

12  2016 年 12 月 25 日公布、施行 

13  詳細について、「新型コロナウイルス性肺炎感染症流行に関わる民事事件の審理についての指導意見」(西村あさひ法律事務所中国ニューズレ

ター2020 年 5 月 15 日号)ご参照 

14  渉外民事関係法律適用法に関する解釈（法釈〔2012〕24 号）第 4 条 

15  主席令第 37 号 2009 年改正 

16  なお、国際条約に定めがない場合、国際慣例を適用できるとされています。 

17  主席令第 36 号 2011 年施行 

18  平成 18 年法律第 78 号 

19  中国は 1988 年発行、日本は 2009 年発行（平成 20 年条約第 8 号） 
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範に基づいて中国法又はその他のウィーン売買条約締結国 20が適用されるときに、ウィーン売買条約が適用されるという規定の

採用を留保しているわけです。 

 また、ウィーン売買条約は第 4 条で、当該条約は、売買契約の成立並びに売買契約から生じる売主及び買主の権利及び義務

についてのみ規律するとされています。特に契約の有効性及び売却された物品の所有権について契約が有しうる効果に適用さ

れないことは明文で定められており、本件指導意見（三）でもそのことがわざわざ再確認されています。つまり契約の有効な成立、

有効な存続といった問題、又は所有権の移転時期や所有権留保の効果については、上述の抵触規範に従い適用すべき法律を

確定することになります。 

 また、ウィーン売買条約の適用される案件において、本件感染症流行などの影響を理由として責任の一部又は全部の免除を主

張した場合には、同条約第 79 条の免責事項の適用を受けることになります。 

 

３．「渉外商事事件の審理」について 
 

(1) 信用状に関して 

 信用状は、貿易支払の方法として発行されるものです。一度発行されると、原因となる貿易取引と完全に独立して取引されます

（独立抽象性）。そして、銀行は売買される商品の専門知識がなくとも書類のみを取引して、書類のみで判断をすることになりま

す。書類の有効性について銀行は責任を負いません。その代わり必要な所定書類と信用状の内容は完全一致している必要があ

ります（厳格適合性）。 

 本件指導意見（三）第 8 項は、こうした信用状の独立抽象性及び厳格適合性を改めて指摘しています。その上で、信用状に関す

る最高人民法院の規定 21が受益人が悪意で貨物を引き渡さない場面を信用状詐欺の一形態としてあげているところ 22、「本件感

染症流行などにより貨物を引き渡せない場面」と、上述の詐欺の場面を厳密に区別して審査するべきことを明確にしています。 

 また、信用状に関する国際商業会議所の「荷為替信用所に関する統一規則および慣例」（UCP600）を適用する場合において

は、不可抗力と銀行が引受又は買取を行わない場合に関する規定を正確に適用する必要がある点を強調しています。 

 

(2) 独立保証状 

 本来、保証は、原因となる売買契約やそれに付随する取引と独立しておらず、原因となる売買契約などが消滅すると付随して証

明するという付随性が存在します。 

 しかし、独立保証状に関する最高人民法院の規定 23は、付随性をもたず、請求されたら保証人（保証状発行者）は保証状の文

言どおりに支払を行うという独立保証状 24を規定しています。同規定第 1 条によれば、独立保証状とは、銀行又は非銀行金融機

関が発行者として書面により受益者に発行し、受益者が支払を請求し、かつ、保証状の要求に適合する証憑を提出した場合にお

いて特定の代金又は保証状記載の上限金額の範囲内での支払を承諾するものです。本件指導意見（三）第 9 条は、こうした独立

信用状の独立性及び厳格適合性を改めて指摘の上、独立保証状に関する最高人民法院の規定に基づき独立信用状の詐欺を

厳格に認定するべきことを強調しています。 

 また、独立保証状には国際商業会議所の「ICC 請求払保証に関する統一規則」を適用する旨が記載されている場合には、同規

則第 26 条の不可抗力の規定及び相応する期間延長制度の規定を正確に適用する旨を規定しています。 

 

４．「運送契約事件」について 
 

(1) 本件感染症流行による診断隔離で運送路線を変更した場合に関して 

 契約法 25第 291 条規定のとおり、運送人は、契約の約定の、又は通常の運送路線に従って貨物を約定の場所に運送する必要

があります。しかし、本件感染症流行が発生した場合において運送人が診断・隔離といった対応が必要となったために運送路線

                                                   
20  本件指導意見（三）では、国際連合国際商取引法委員会のオフィシャルサイトで確定するとされています。 

21  「信用状紛争事件の審理に係る若干の問題に関する最高人民法院の規定」(法釈〔2005〕13 号) 

22  同規定第 11 条及び第 8 条 

23  「独立保証状紛争事件の審理に係る若干の問題に関する最高人民法院の規定」（法釈〔2016〕24 号） 

24  英語では demand guarantee、つまり請求払保証と同様の概念です。 

25  1999 年施行（主席令第 15 号） 
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を変更した場合には、これを証明し、既に荷送人に通知しているときには、運送人の義務違反とは認定されません（本件指導意見

（三）第 10 条）。 

 

(2) 本件感染症流行などによる引渡遅延に関して 

 また、本件感染症流行などによって発送地又は到達地に通行禁止又は通行制限の防止・抑制措置を生じたために、運送路線

の変更、積み卸しの制限等が生じ、よって引き渡しの遅延がもたらせた場合には、運送人はこれを証明する証拠を提供し遅滞なく

荷送人に通知していれば、運送人は相応する責任の免除を主張できます（本件指導意見（三）第 11 条）。 

 

５．「海事海商事件」について 
 

 本件指導意見（三）第 11 条から第 17 条まででは、詳細にわたって本件感染症流行などによる影響と船舶、運送等に関する規

定が置かれています。専門的な分野であり、かつ、内容も詳細にわたっているので内容は添付の翻訳に譲ります。但し、以下の

点は特に注意が必要と思われます。 

 

(1) 海商法に関して 

 海上の輸送関係及び船舶関係を調整するための法律である海商法 26第 90 条は、積荷港にいる船舶が出航前に不可抗力又は

運送人に帰責性のない事由で契約が履行不能になった場合には、双方は契約を解除でき、相互に賠償責任を負わないとしてい

ます 27。 

 本件指導意見（三）第 12 条では、本件感染症流行などによる解除可能な場面を具体的に次のように列挙しています。 

(ⅰ) 合理的な期間内に必要な船員及び物資を配備することのできないとき。 

(ⅱ) 船舶が積出港又は目的港に到達できないとき。 

(ⅲ) 船舶が一旦積出港又は目的港に進入した場合には、正常な航行又は停泊を継続できなくなるとき。 

(ⅳ) 積出港又は目的港の所在する国又は地域により、貨物が一時輸出入禁止の範囲に組み入れられたとき。 

(ⅴ) 陸路運送が妨げられたために、荷送人が合理的な期間内に貨物を積出港の埠頭まで運送できないとき。 

(ⅵ) その他運送人及び荷送人の責に帰すことのできない理由により契約が履行不能になったとき。 

 

(2) コンテナ使用期限を徒過した場合の使用料に関して 

 本件感染症流行などによって、積み荷の輸送に使うコンテナの使用期間が過ぎても継続して使用する必要がある場合には、荷

受人又は荷送人が追加の費用を負担しなければならない状況が生じます。こうした負担が過度にならないように、本件指導意見

（三）第 14 条は、人民法院においてまずは協議で解決するように進めた上で、協議が不調の場合には、一般的に同種 28のコンテ

ナの再調達価格を延滞費用の上限として判断するように求めています。 

 

(3) 随意に貨物運送船舶の寄港作業の禁止制限及び 14 日隔離等の措置の禁止に関して 

 本件指導意見（三）第 17 条は、港を経営する港湾経営企業が、本件感染症流行などを理由として、自己の判断で勝手に貨物運

送船舶の寄港作業の禁止制限及び 14 日隔離等の措置をすることを厳格に禁止するとしています。 

 

６．その他 
 

 香港特別行政区、マカオ特別行政区及び台湾地区に関わる本件感染症流行と関連する商事海事紛争等の事件を審理する場

合には、本件指導意見（三）を参照して執行するとされています。 

 

                                                   
26  1993 年施行（主席令第 64 号） 

27 更に、別途合意がある場合を除いて、運送費が既に支払われているときには、運送人は運送費を返還するものとし、貨物が既に積み荷されている

場合には、荷送人は積み荷費用を負うものとされています。 

28  ｢同種｣とは、｢その時点にその場所において｣と解されています（2020 年 6 月 16 日付、本件指導意見（三）に関する最高人民法院関連責任者によ

る記者への回答（https://www.chinacourt.org/index.php/article/detail/2020/06/id/5305995.shtml）ご参照）。 

https://www.chinacourt.org/index.php/article/detail/2020/06/id/5305995.shtml
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７．さいごに 
 

 これまで発表された三回にわたる指導意見は、本件感染症流行などによる中国国内外のビジネスや契約関係に大きな影響を

与えるものです。本件感染症流行は、一時は中国ではコントロールされていましたが、再び北京市など一部の地域で感染が拡大

している傾向が見られました。また、日本のみならず世界的にはまだ拡大が続いている地域も多い状況です。こうした状況が、皆

様がビジネスの中で対峙する具体的事例において、これらの指導意見のいう「本件感染症流行など」にあたると考えられる場合に

は、これらの指導意見を参照すれば何らかの有利な指針が得られることが多いのではないかと思われます。 

 

以 上 
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